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医療ＤＸ推進体制整備加算の見直し：令和６年10月 

マイナ保険証の利用実績やマイナポータルの医療情報等に基づく患者からの健康管理に

係る相談対応に応じ、加算１、２、３の新たな評価区分を設ける。 

評価区分となる「レセプト件数ベースマイナ保険証利用率の基準」については、令和６

年10月から令和７年１月までの間に限り、支払基金から報告される「オンライン資格確認

件数ベースマイナ保険証利用率」（同月のマイナ保険証による資格確認件数を同月のオンラ

イン資格確認等システムの利用件数で除した割合：支払基金から報告）を用いることがで

きる（算定月の２月前、またはその前月か前々月の率）。 

医療情報取得加算の見直し：令和６年12月 

令和６年12月２日から現行の健康保険証の発行が終了し、マイナ保険証を基本とする仕

組みに移行することを踏まえ、マイナ保険証の利用の有無に着目した加算の点数差を見直

し、標準的な問診票や、オンライン資格確認等システムからマイナ保険証を通じて取得さ

れた医療情報等の活用による質の高い医療の評価へと見直す。 
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Ⅰ 点数表の改正（医科・歯科） 
初診料・調剤基本料の医療ＤＸ推進体制整備加算：令和６年10月 

初診料・再診料・調剤管理料の医療情報取得加算：令和６年12月 
 

医科点数表 

Ａ000 初診料【→P32】 

注１～14 （略） 

注15 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関を受診した患者に対して

十分な情報を取得した上で初診を行った場合は、医療情報取得加算として、月１回に

限り１点を所定点数に加算する。 

注16 医療ＤＸ推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関を受診した患者に対して初診を行

った場合は、医療ＤＸ推進体制整備加算として、月１回に限り、当該基準に係る区分

に従い、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。 

イ 医療ＤＸ推進体制整備加算１ 11点 

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算２ 10点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算３ ８点 

【留意事項通知】 

(30) 医療情報取得加算【→P34】 

ア 「注15」に規定する医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険医

療機関において、初診時に患者の薬剤情報や特定健診情報等の診療情報を活用して質の

高い診療を実施する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を

満たす保険医療機関を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で初診を行った場

合に、医療情報取得加算として、月１回に限り１点を所定点数に加算する。 

イ 医療情報取得加算を算定する保険医療機関においては、以下の事項について院内に掲

示するとともに、原則として、ウェブサイトに掲載し、必要に応じて患者に対して説明

する。 

(イ) オンライン資格確認を行う体制を有していること。 

(ロ) 当該保険医療機関を受診した患者に対し、受診歴、薬剤情報、特定健診情報その他

必要な診療情報を取得・活用して診療を行うこと。 

ウ 初診時の標準的な問診票の項目は別紙様式54に定めるとおりであり、医療情報取得加

算を算定する保険医療機関は、患者に対する初診時問診票の項目について、別紙様式54

を参考とする。 

(31) 医療ＤＸ推進体制整備加算【→P35】 

「注16」に規定する医療ＤＸ推進体制整備加算は、オンライン資格確認により取得し

た診療情報・薬剤情報等を実際の診療に活用できる体制を有するとともに、電子処方箋
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及び電子カルテ情報共有サービスを導入するなど、質の高い医療を提供するため医療Ｄ

Ｘに対応する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生（支）局長等に届け出た保険医療機関を受診した患者に対し

て初診を行った場合に、月１回に限り当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点数をそ

れぞれ所定点数に加算する。 

イ 医療ＤＸ推進体制整備加算１ 11点 

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算２ 10点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算３ ８点 

Ａ001 再診料【→P35】 

注１～18、20（略） 

注19 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関を受診した患者に対して

十分な情報を取得した上で再診を行った場合は、医療情報取得加算として、３月に１

回に限り１点を所定点数に加算する。 

【留意事項通知】 

(15) 医療情報取得加算【→P36】 

ア 「注19」に規定する医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険医療

機関において、再診時に患者の薬剤情報や特定健診情報等の診療情報を活用して質の高

い診療を実施する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満

たす保険医療機関を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で再診を行った場合

に、医療情報取得加算として、３月に１回に限り１点を所定点数に加算する。 

イ 医療情報取得加算の算定に当たっては、他院における処方を含めた薬剤情報や必要に

応じて健診情報等を問診等により確認する。 

Ａ002 外来診療料【→P37】 

注１～９、11 （略） 

注10 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関を受診した患者に対して

十分な情報を取得した上で再診を行った場合は、医療情報取得加算として、３月に１

回に限り１点を所定点数に加算する。 

【留意事項通知】 

(13) 医療情報取得加算【→P38⑻の次に追加】 

ア 「注10」に規定する医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険医療

機関において、再診時に患者の薬剤情報や特定健診情報等の診療情報を活用して質の高

い診療を実施する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満

たす保険医療機関を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で再診を行った場合

に、医療情報取得加算として、３月に１回に限り１点を所定点数に加算する。 

イ 医療情報取得加算の算定に当たっては、他院における処方を含めた薬剤情報や必要に応

じて健診情報等を問診等により確認する。 
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歯科点数表 

Ａ000 初診料【→P700】 

１・２ （略） 

注１～13 （略） 

注14 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす歯科診療を実施している保険医療機関

を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で初診を行った場合は、医療情報取

得加算として、月１回に限り１点を所定点数に加算する。 

注15 医療ＤＸ推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして地方厚生局長等に届け出た歯科診療を実施している保険医療機関を受診し

た患者に対して初診を行った場合は、医療ＤＸ推進体制整備加算として、月１回に限

り、当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。 

イ 医療ＤＸ推進体制整備加算１ 9点 

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算２ 8点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算３ 6点 

【留意事項通知】【参考】 

(27) 医療情報取得加算 

ア 「注14」に規定する医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険医

療機関において、初診時に患者の薬剤情報や特定健診情報等の診療情報を活用して質の

高い診療を実施する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を

満たす保険医療機関を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で初診を行った場

合に、医療情報取得加算として、月１回に限り１点を所定点数に加算する。 

イ 医療情報取得加算を算定する保険医療機関においては、以下の事項について院内に掲

示するとともに、原則として、ウェブサイトに掲載し、必要に応じて患者に対して説明

する。 

（イ）オンライン資格確認を行う体制を有していること。 

（ロ）当該保険医療機関を受診した患者に対し、受診歴、薬剤情報、特定健診情報その

他必要な診療情報を取得・活用して診療を行うこと。 

ウ 初診時の標準的な問診票の項目は別紙様式５に定めるとおりであり、医療情報取得加

算を算定する保険医療機関は、患者に対する初診時問診票の項目について、別紙様式５

を参考とする。 

(28) 医療ＤＸ推進体制整備加算 

「注15」に規定する医療ＤＸ推進整備体制加算は、オンライン資格確認により取得した

診療情報・薬剤情報等を実際の診療に活用できる体制を有するとともに、電子処方箋及び

電子カルテ情報共有サービスを導入するなど、質の高い医療を提供するため医療ＤＸに対

応する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関を受診した患者に対して初診を行っ

た場合に、月１回に限り当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数

に加算する。 
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イ 医療ＤＸ推進体制整備加算１ ９点 

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算２ ８点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算３ ６点 

Ａ002 再診料【→P701】 

１・２ （略） 

注１～10 （略） 

注11 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす歯科診療を実施している保険医療機関

を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で再診を行った場合は、医療情報取

得加算として、３月に１回に限り１点を所定点数に加算する。 

【留意事項通知】【参考】 

(16）医療情報取得加算 

ア 「注11」に規定する医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険医

療機関において、再診時に患者の薬剤情報や特定健診情報等の診療情報を活用して質の

高い診療を実施する体制を評価するものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準を

満たす保険医療機関を受診した患者に対して十分な情報を取得した上で再診を行った場

合に、医療情報取得加算として、３月に１回に限り１点を所定点数に加算する。 

イ 医療情報取得加算の算定に当たっては、他院における処方を含めた薬剤情報や必要に

応じて健診情報等を問診等により確認する。 
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Ⅱ 基本診療料の施設基準の改正 
初診料の医療ＤＸ推進体制整備加算：令和６年10月 

 

施設基準告示 第三・三の八 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準【→P53】 

⑴ 医療ＤＸ推進体制整備加算１の施設基準 

イ 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令第一条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行っていること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。 

ハ 医師又は歯科医師が、健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認を利用し

て取得した診療情報を、診療を行う診察室、手術室又は処置室等において、閲覧又は

活用できる体制を有していること。 

ニ 電磁的記録をもって作成された処方箋を発行する体制を有していること。 

ホ 電磁的方法により診療情報を共有し、活用する体制を有していること。 

ヘ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る十分な実績を有している

こと。 

ト 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い診療を実施するための十分な情報を

取得し、及び活用して診療を行うことについて、当該保険医療機関の見やすい場所に

掲示していること。 

チ トの掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。【令和７年

５月31日までの間に限り「削除」（第十一・経過措置三十四】 

リ マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理に係る相談に応じる体

制を有していること。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算２の施設基準 

イ ⑴のイからホまで及びトからリまでに掲げる施設基準を満たすものであること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る必要な実績を有している

こと。 

⑶ 医療ＤＸ推進体制整備加算３の施設基準 

イ ⑴のイからホまで並びにト及びチに掲げる施設基準を満たすものであること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る実績を有していること。 
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取扱い通知 別添１ 第１の９ 医療ＤＸ推進体制整備加算【→P53】 

１ 医療ＤＸ推進体制整備加算１に関する施設基準 

⑴ 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行っていること。 

⑵ オンライン資格確認を行う体制を有していること。なお、オンライン資格確認の導入

に際しては、医療機関等向けポータルサイトにおいて、運用開始日の登録を行うこと。 

⑶ オンライン資格確認等システムの活用により、患者の薬剤情報、特定健診情報等（以

下この項において「診療情報等」という。）を診療を行う診察室、手術室又は処置室等（以

下「診察室等」という。）において、医師等が閲覧又は活用できる体制を有していること。 

⑷ 「電子処方箋管理サービスの運用について」（令和４年10 月28 日付け薬生発1028 

第１号医政発1028 第１号保発1028 第１号厚生労働省医薬・生活衛生局長・医政局長・

保険局長通知。）に基づく電子処方箋により処方箋を発行できる体制を有していること。 

⑸ 国等が提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する

体制を有していること。 

⑹ 医療ＤＸ推進体制整備加算１を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率（同月におけるマイナ保険証利用者数を、同月の患者数で除した割合であって、

社会保険診療報酬支払基金から報告されるものをいう。以下同じ。）が、令和６年10月１

日から同年12月31日までの間においては15％以上であること。 

⑺ ⑹について、令和７年１月１日以降においては、「15％」とあるのは「30％」とするこ

と。 

⑻ ⑹について、医療ＤＸ推進体制整備加算１を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 

⑼ 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い診療を実施するための十分な情報を取

得・活用して診療を行うことについて、当該保険医療機関の見やすい場所に掲示してい

ること。 

具体的には次に掲げる事項を掲示していること。 

ア 医師等が診療を実施する診察室等において、オンライン資格確認等システムにより

取得した診療情報等を活用して診療を実施している保険医療機関であること 

イ マイナ保険証を促進する等、医療ＤＸを通じて質の高い医療を提供できるよう取り

組んでいる保険医療機関であること。 

ウ 電子処方箋の発行及び電子カルテ情報共有サービスなどの医療ＤＸにかかる取組を

実施している保険医療機関であること。 

⑽ ⑼の掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。自ら管理す

るホームページ等を有しない場合については、この限りではないこと。 

⑾ マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理に係る相談に応じる体制

を有していること。 

２ 医療ＤＸ推進体制整備加算２に関する施設基準 

⑴ １の⑴から⑸まで及び⑼から(11)までの基準を満たすこと。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算２を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険
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証利用率が、令和６年10月１日から同年12月31日までの間においては10％以上であるこ

と。 

⑶ ⑵について、令和７年１月１日以降においては、「10％」とあるのは「20％」とするこ

と。 

⑷ ⑵について、医療ＤＸ推進体制整備加算２を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 

３ 医療ＤＸ推進体制整備加算３に関する施設基準 

⑴ １の⑴から⑸まで、⑼及び⑽の基準を満たすこと。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算３を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率が、令和６年10月１日から同年12月31日までの間においては5％以上であること。 

⑶ ⑵について、令和７年１月１日以降においては、「5％」とあるのは「10％」とするこ

と。 

⑷ ⑵について、医療ＤＸ推進体制整備加算３を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 

４ 届出に関する事項 

⑴ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準に係る届出は、別添7の様式１の６を用いること。 

⑵ １の⑷については、令和７年３月31日までの間に限り、１の⑸については令和７年９

月30日までの間に限り、それぞれの基準を満たしているものとみなす。 

⑶ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準のうち、１の⑹から⑻まで及び(11)、２の⑴の

うち１の(11)に係る基準及び２の⑵から⑷まで並びに３の⑵から⑷までについては、当

該基準を満たしていればよく、特に地方厚生（支）局長への届出を行う必要はないこと。 

⑷ 令和７年９月30日までの間に限り、１の⑼のウの事項について、掲示を行っているも

のとみなす。 

⑸ １の⑽については、令和７年５月31日までの間に限り、当該基準を満たしているもの

とみなす。 

⑹ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準のうち、レセプト件数ベースマイナ保険証利用

率の基準については、令和６年10 月１日から令和７年１月31 日までの間に限り、レ

セプト件数ベースマイナ保険証利用率に代えて、医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する

月の２月前のオンライン資格確認件数ベースマイナ保険証利用率（同月におけるマイナ

保険証による資格確認件数を同月のオンライン資格確認等システムの利用件数で除した

割合であって、社会保険診療報酬支払基金から報告されるものをいう。以下同じ。）を用

いることができる。 

⑺ ⑹について、医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する月の２月前のオンライン資格確認

件数ベースマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のオンライン資格確認件

数ベースマイナ保険証利用率を用いることができる。 
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疑義解釈資料  令和６年改定  

医療情報取得加算及び医療ＤＸ推進体制整備加算の取扱い 

その１（令和６年９月３日・事務連絡〈別添１※〉） 

【医療ＤＸ推進体制整備加算】 

問１ すでに医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準を届け出ている保険医療機関は、令和６

年10月１日からの医療ＤＸ推進体制整備加算の評価の見直し及びマイナ保険証利用率要

件の適用に伴い、施設基準の届出を改めて行う必要があるか。 

（答）すでに医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準を届け出ている保険医療機関は、届出

直しは不要であること。ただし、すでに施設基準を届け出た保険医療機関において、マ

イナ保険証利用率要件が基準に満たない場合には、10月１日以降、医療ＤＸ推進体制整

備加算を算定できないこと。 

問２ 保険医療機関は、自らの「レセプト件数ベースマイナ保険証利用率」・「オンライン資

格確認件数ベースマイナ保険証利用率」をどのように把握すればよいか。 

（答）社会保険診療報酬支払基金から毎月中旬頃に電子メールにより通知される予定であ

る。なお、「医療機関等向け総合ポータルサイト」にログインして確認することも可能で

ある。 

（参考）医療機関等向け総合ポータルサイト 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm 

問３ 保険医療機関の責めによらない理由により、マイナ保険証利用率が低下することも考

えられ、その場合に医療ＤＸ推進体制整備加算が算定できなくなるのか。 

（答）「レセプト件数ベースマイナ保険証利用率」・「オンライン資格確認件数ベースマイナ

保険証利用率」ともに、その時点で算出されている過去３か月間で最も高い率を用いて

算定が可能である。 

問４ 社会保険診療報酬支払基金から通知されたマイナ保険証利用率を確認次第、月の途中

から当該利用率に応じた当該加算の算定を行うことは可能か。 

（答）通知されたマイナ保険証利用率に基づく当該加算の算定は、翌月の適用分を通知し

ているため、翌月１日から可能。 

※別添２（歯科診療報酬）・別添３（調剤報酬）→Ⅲも同一内容 

 

その２（令和６年９月27日・事務連絡〈別添１※〉） 

【医療ＤＸ推進体制整備加算】 

問１ 「医療情報取得加算及び医療ＤＸ推進体制整備加算の取扱いに関する疑義解釈資料の

送付について（その１）」（令和６年９月３日事務連絡）別添１の問１において、「すでに

医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準を届け出ている保険医療機関は、届出直しは不要

であること」とされているが、マイナ保険証利用率要件を満たさなくなった場合は、施

設基準の辞退の届出を行う必要があるのか。 

（答）辞退の届出は不要。 

※別添２（歯科診療報酬）・別添３（調剤報酬）→Ⅲも同一内容 
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Ⅲ 調剤報酬と特掲施設基準の改正 
調剤基本料の医療ＤＸ推進体制整備加算：令和６年10月 

調剤管理料の医療情報取得加算：令和６年12月 

調剤報酬点数表 

00 調剤基本料（処方箋の受付１回につき）【→P1618】 

１～４ （略） 

注１～12 （略） 

注13 医療ＤＸ推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして地方厚生局長等に届け出た保険薬局（注２に規定する別に厚生労働大臣が

定める保険薬局を除く。）において調剤を行った場合は、医療ＤＸ推進体制整備加算と

して、月１回に限り、当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点数をそれぞれ所定点

数に加算する。 

イ 医療ＤＸ推進体制整備加算１ 7点 

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算２ 6点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算３ 4点 

【留意事項通知】 

10 医療ＤＸ推進体制整備加算【→P1620】 

⑴ 医療ＤＸ推進体制整備加算は、オンライン資格確認により取得した診療情報、薬剤情

報等を調剤に実際に活用できる体制を有するとともに、電子処方箋及び電子カルテ情報

共有サービスを導入するなど、質の高い医療を提供するため医療ＤＸに対応する体制を

評価するものであり、処方箋受付１回につき当該基準に係る区分に従い、次に掲げる点

数をそれぞれ所定点数に加算する。ただし、患者１人につき同一月に２回以上調剤を行

った場合においても、月１回のみの算定とする。 

イ 医療ＤＸ推進体制整備加算1 7点  

ロ 医療ＤＸ推進体制整備加算2 6点 

ハ 医療ＤＸ推進体制整備加算3 4点 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する保険薬局では、以下の対応を行う。 

ア オンライン資格確認等システムを通じて取得した患者の診療情報、薬剤情報等を閲

覧及び活用し、調剤、服薬指導等を行う。 

イ 患者の求めに応じて、電子処方箋（「電子処方箋管理サービスの運用について」（令

和４年10月28日付け薬生発1028第１号医政発1028第１号保発1028第１号厚生労働省医

薬・生活衛生局長・医政局長・保険局長通知）に基づく電子処方箋をいう。）を受け付

け、当該電子処方箋に基づき調剤するとともに、紙の処方箋を受け付け、調剤した場

合を含めて、調剤結果を電子処方箋管理サービスに登録する。 

⑶ 医療ＤＸ推進体制整備加算は、特別調剤基本料Ｂを算定している保険薬局は算定でき

ない。 
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10の２ 調剤管理料【→P1652】 

１・２ （略） 

注１～５ （略） 

注６ 調剤に係る十分な情報を取得する体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準を

満たす保険薬局（注３に規定する別に厚生労働大臣が定める保険薬局を除く。）におい

て調剤を行った場合は、医療情報取得加算として、１年に１回に限り１点を所定点数

に加算する。 

【留意事項通知】 

⑾ 医療情報取得加算【→P1653】 

ア 医療情報取得加算は、オンライン資格確認を導入している保険薬局において、患者に

係る十分な情報を活用して調剤を実施すること等を評価するものであり、別に厚生労働

大臣が定める施設基準を満たす保険薬局において調剤した場合に、医療情報取得加算と

して、１年に１回に限り１点を算定する。 

イ 医療情報取得加算を算定する保険薬局においては、以下の事項について薬局内に掲示

するとともに、原則として、ウェブサイトに掲載し、必要に応じて患者に対して説明す

る。 

 (イ) オンライン資格確認を行う体制を有していること。 

 (ロ) 当該保険薬局に処方箋を提出した患者に対し、診療情報、薬剤情報その他必要な

情報を取得・活用して調剤を行うこと。 

 ウ 医療情報取得加算を算定する保険薬局においては、「10の３」服薬管理指導料の２⑶

イ（イ）から（ホ）までに示す事項を参考に、患者から調剤に必要な情報を取得し、薬

剤服用歴等に記載すること。 

 

施設基準告示 第十五・調剤 五の四・医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準

【→P1648】 

⑴ 医療ＤＸ推進体制整備加算１の施設基準 

イ 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令第一条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行っていること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。 

ハ 保険薬剤師が、電子資格確認を利用して取得した診療情報等を閲覧又は活用し、調

剤できる体制を有していること。 

ニ 電磁的記録をもって作成された処方箋を受け付ける体制を有していること。 

ホ 電磁的記録による調剤録及び薬剤服用歴の管理の体制を有していること。 

ヘ 電磁的方法により診療情報を共有し、活用する体制を有していること。 

ト 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る十分な実績を有している

こと。 

チ 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い調剤を実施するための十分な情報を

取得し、及び活用して調剤を行うことについて、当該保険薬局の見やすい場所に掲示
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していること。 

リ チの掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。【令和７年

５月 31日までの間に限り「削除」（第十七・経過措置九】 

ヌ マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理に係る相談に応じる体

制を有していること。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算２の施設基準 

イ ⑴のイからヘまで及びチからヌまでに掲げる施設基準を満たすものであること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る必要な実績を有している

こと。 

⑶ 医療ＤＸ推進体制整備加算３の施設基準 

イ ⑴のイからヘまでに掲げる施設基準を満たすものであること。 

ロ 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格確認に係る実績を有していること。 

 

取扱い通知 第95の２ 医療ＤＸ推進体制整備加算【→P1648】 

１ 医療ＤＸ推進体制整備加算１に関する施設基準 

⑴ 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行っていること。 

⑵ 健康保険法第３条第13項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。なお、

オンライン資格確認の導入に際しては、医療機関等向けポータルサイトにおいて、運用

開始日の登録を行うこと。 

⑶ オンライン資格確認等システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、調剤、

服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧し、活用できる体制を有していること。 

⑷ 「電子処方箋管理サービスの運用について」に基づく電子処方箋（以下「電子処方箋」

という。）により調剤する体制を有していること。 

⑸ 電磁的記録による調剤録及び薬剤服用歴の管理体制を有していること。ただし、紙媒

体で受け付けた処方箋、情報提供文書等を紙媒体のまま保管することは差し支えない。

なお、保険薬局における医療ＤＸによる情報活用等の観点から、オンライン資格確認、

薬剤服用歴等の管理、レセプト請求業務等を担う当該保険薬局内の医療情報システム間

で情報の連携が取られていることが望ましい。 

⑹ 国等が提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する

体制を有していること。 

⑺ 医療ＤＸ推進体制整備加算１を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率(同月におけるマイナ保険証利用者数を、同月の患者数で除した割合であって、

社会保険診療報酬支払基金から報告されるものをいう。以下同じ。)が、令和６年10月１

日から同年12月31日までの間においては15％以上であること。 

⑻ ⑺について、令和７年１月１日以降においては、「15％」とあるのは「30％」とするこ

と。 

⑼ ⑺について、医療ＤＸ推進体制整備加算１を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 



14 

 

⑽ 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い医療を提供するための十分な情報を取

得し、及び活用して調剤を行うことについて、当該保険薬局の見やすい場所に掲示して

いること。具体的には次に掲げる事項を掲示していること。 

(イ) オンライン資格確認等システムを通じて患者の診療情報、薬剤情報等を取得し、

調剤、服薬指導等を行う際に当該情報を閲覧し、活用している保険薬局であること。 

(ロ) マイナンバーカードの健康保険証利用を促進する等、医療ＤＸを通じて質の高い

医療を提供できるよう取り組んでいる保険薬局であること。 

(ハ) 電子処方箋や電子カルテ情報共有サービスを活用するなど、医療ＤＸに係る取組

を実施している保険薬局であること。 

⑾ ⑽の掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。ただし、ホ

ームページ等を有しない保険薬局については、この限りではない。 

⑿ 最新の厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を参照し、

また、「「薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリスト」及び「薬局における

サイバーセキュリティ対策チェックリストマニュアル～薬局・事業者向け～」等につい

て」（令和５年10月13日付け医政参発1013 第２号・医薬総発1013第１号医政局特定医薬

品開発支援・医療情報担当参事官・医薬局総務課長通知）の別添１、別添２及び別添４

を活用するなどして、サイバー攻撃に対する対策を含めセキュリティ全般について適切

な対応を行う体制を有していること。 

⒀ マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理に係る相談に応じる体制

を有していること。 

２ 医療ＤＸ推進体制整備加算２に関する施設基準 

⑴ １の⑴から⑹まで及び⑽から⒀までの基準を満たすこと。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算２を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率が、令和６年10月１日から同年12月31日までの間においては10％以上であるこ

と。 

⑶ ⑵について、令和７年１月１日以降においては、「10％」とあるのは「20％」とするこ

と。 

⑷ ⑵について、医療ＤＸ推進体制整備加算２を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 

３ 医療ＤＸ推進体制整備加算３に関する施設基準 

⑴ １の⑴から⑹まで及び⑽から⑿までの基準を満たすこと。 

⑵ 医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する月の３月前のレセプト件数ベースマイナ保険証

利用率が、令和６年10月１日から同年12月31日までの間においては５％以上であること。 

⑶ ⑵について、令和７年１月１日以降においては、「５％」とあるのは「10％」とするこ

と。 

⑷ ⑵について、医療ＤＸ推進体制整備加算３を算定する月の３月前のレセプト件数ベー

スマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のレセプト件数ベースマイナ保険

証利用率を用いることができる。 

４ 届出に関する事項 
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⑴ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準に係る届出は、別添２の様式87の３の６を用い

ること。 

⑵ １の⑷については、令和７年３月31日までの間に限り、１の⑹については令和７年９

月30日までの間に限り、それぞれの基準を満たしているものとみなす。 

⑶ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準のうち、１の⑺から⑼まで及び⒀、２の⑴のう

ち１の⒀に係る基準及び２の⑵から⑷まで並びに３の⑵から⑷までについては、当該基

準を満たしていればよく、特に地方厚生（支）局長への届出を行う必要はないこと。 

⑷ 令和７年９月30日までの間に限り、１の⑽の（ハ）の事項について、掲示を行ってい

るものとみなす。 

⑸ １の⑾については、令和７年５月31日までの間に限り、当該基準を満たしているもの

とみなす。 

⑹ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準のうち、レセプト件数ベースマイナ保険証利用

率の基準については、令和６年10月１日から令和７年１月31日までの間に限り、レセプ

ト件数ベースマイナ保険証利用率に代えて、医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する月の

２月前のオンライン資格確認件数ベースマイナ保険証利用率（同月におけるマイナ保険

証による資格確認件数を同月のオンライン資格確認等システムの利用件数で除した割合

であって、社会保険診療報酬支払基金から報告されるものをいう。以下同じ。）を用いる

ことができる。 

⑺ ⑹について、医療ＤＸ推進体制整備加算を算定する月の２月前のオンライン資格確認

件数ベースマイナ保険証利用率に代えて、その前月又は前々月のオンライン資格確認件

数ベースマイナ保険証利用率を用いることができる。 
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付 その他の一部訂正 
令和６年度診療報酬改定関連通知の一部訂正について 

（令和６年10月１日・厚生労働省保険局医療課・事務連絡） 
 

【P476】 

特定入院料３ A301 

特定集中治療室管理料 

 

取扱い通知 別添４ 第２ 特定集中治療室管理料【P481】 

13【P485】 １から４６までに掲げる内法の規定の適用について、平成26年３月31日におい

て、現に当該管理料の届出を行っている保険医療機関については、当該治療室の増築又

は全面的な改築を行うまでの間は、当該規定を満たしているものとする。 
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【P572】 

特定入院料15 A308 

回復期リハビリテーション病棟入院料 

 

様式49の2【P591】 
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様式49の3【P592】 
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【P1477】 

病理診断１ Ｎ通則６ 

保険医療機関間の連携による病理診断 

取扱い通知 第84の３ 保険医療機関間の連携による病理診断【P1477】 

１ 保険医療機関間の連携による病理診断に関する施設基準 

⑵ 標本等の受取又は受信側（病理標本等の観察及び評価が行われる保険医療機関）に

おいては、次に掲げる基準を全て満たしていること。 

ア 病理診断管理加算、悪性腫瘍病理組織標本加算又は口腔病理診断管理加算の届出

を行っている施設であること。 
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様式79の２【P1485】 
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